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５．研究実績の概要

６．キーワード

７．現在までの進捗状況

原発事故　テレビ報道　放射線リスク　東日本大震災

３．研究課題名

区分 （2）おおむね順調に進展している。
理由
「福島第一原発事故のリスク報道の伝達と受容に関する実証的研究」において、2019年度は，原発事故から9年となる3月11日前後の報道番組を、福島と東京にお
いて収録し、報道内容の比較検討を進めているところである。 
また，3月16から17日にかけて、在福島県、東京都、大阪府の20歳以上の住民に対し、インターネットによるパネル調査（各1000人，それぞれの年代・男女各100
人）を行った。これについても、現在、調査結果の分析中である。 

桶田　敦

研究活動スタート支援

科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）実施状況報告書（研究実施状況報告書）（令和元年度）

機関番号

所属研究機関名称
３２６０４

研究
代表者

大妻女子大学

文学部

福島第一原発事故のリスク報道の伝達と受容に関する実証的研究

令和元年度～令和２年度

１．研究種目名　　　 19K23273
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「福島第一原発事故のリスク報道の伝達と受容に関する実証的研究」は、東日本大震災と第一原発事故から9年目となる2019年度の原発事故関連の報道、特に、
福島と東京圏での報道内容を比較研究することを目的に進めている。 
2020年3月11日前後の福島県と東京圏でのニュースや報道番組をすべて録画し、その量的あるいは質的内容分析を進めている。現在、分析途中であるが、今年最
大の特徴は、新型コロナウイルス感染対策の一環で、政府主催の東日本大震災慰霊祭が開催されなかったため、3月11日にいわゆる報道特別番組として、特別番
組枠を開いたのは、民放2局のみだったことである。NHKも「ごごナマ」という通常番組の形を保ちながら、番組内容を震災関連にする、といった対応をとってい
た。来年がいわゆる周年報道でも10年という節目になることから、前年である2019年3月は、当日以外の「特集企画」も目立った番組は多くなかった。 
一方、テレビ報道の内容分析と共に、インターネットパネルアンケートを実施した。調査は、東日本大震災発生日時である3月11日直後の2020年3月16日から18日
の3日間。インターネット調査会社に登録しているパネラーを対象に行った。対象者は，20歳から69歳の男女で，年代男女毎に10のマトリックスを作り，それぞ
れ100人の回答が得られるよう調整した．福島，東京，大阪それぞれ1000人から回答を目標にしたが，結果として各都府県1030人，計3090人から回答を得ること
ができた． 
調査は，先行研究として、三菱総研が行った「福島県の復興状況や放射線の健康影響に対する東京都民と福島県民の意識や理解度を把握するためのアンケート調
査」（2017年8月9日～17日実施）があり、比較検討の対象とするため、できるだけ設問の文言、設問枝を合わせるように行った。 
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９．次年度使用が生じた理由と使用計画

１０．研究発表（令和元年度の研究成果）

〔雑誌論文〕　計1件（うち査読付論文　0件／うち国際共著　0件／うちオープンアクセス　0件）

2020年

〔学会発表〕　計0件

〔図書〕　計0件

計0件（うち出願0件／うち取得0件）

１２．科研費を使用して開催した国際研究集会

計0件

１３．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

－

１４．備考

－

無

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
ニューメディア

１１．研究成果による産業財産権の出願・取得状況

３．１１当日の番組構成、民放協業の動きから
 ２．論文標題

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －
 オープンアクセス  国際共著

44,45

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
なし

2020年3月に予定していた福島等現地調査がコロナウイルス感染症対策の影響で行えず、翌年度に持ち越しになってしまったため。 
2020年度に現地調査を改めて予定している。

 １．著者名  ４．巻
桶田敦 449

 ５．発行年

まず、福島第一原発事故から9年を迎えた2020年3月11日前後の報道番組の内容分析と、3月16日から18日に行ったインターネットパネルアンケートをまとめ、今
年度中に公表する予定で調査分析を進める。 
そのうえで、来年2021年3月に東日本大震災と原発事故から10年という節目を迎えるにあたって、在福島と東京キー局の報道担当者に、10周年に向けた取材、企
画のヒアリングを行う。事故当初にあった、福島と東京キー局との議題設定の差異が、10周年を迎える2021年も同様に差があるとの作業仮説を立てて、事前ヒア
リングと10周年報道の内容分析を行っていく。 
また、去年から今年にかけて争点になっている、放射性物質トリチウムを含む汚染水の海洋投棄問題への、福島局とキー局との取り組みについて、重点的に調査
研究を進める予定である。

８．今後の研究の推進方策
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